
・JCMの構築に向けた実現可能性調査(F/S)等を踏まえ、案件発掘形成力を有するアジア開発銀行等と協調しながら、
日本の研究機関・地方公共団体・民間企業とともに日本の技術や制度を現地の実情に応じて調整し、運営・維持管
理体制を確立することで都市や地域などの面的かつパッケージでの大規模実施案件形成するための実証事業を実
施

・実証事業や各国における調査内容を検証し、アジア諸国の国別・分野別情報に整理した上で、関係者間のノウハウ
として共有

平成25年度 アジアの低炭素社会実現のためのJCM大規模形成支援事業
（1,102百万円）

2050年にGHG排出を世界で半減させるためには経済成長が著しいアジアの途上国において、GHG排出削減プロジェ
クトを大規模に発掘・形成し、低炭素社会の構築を加速させることが必要

平成26年度 プロジェクトの本格始動

国別レポート 分野別レポート
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